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1. 本プロジェクトの概要
• E-waste and Sound International Resource Circulation in

ASEAN (forthcoming)

• 調査実施時期(1)2024年10月〜2025年11月
(2)2025年12月 〜 （継続中）

• 対象国とパートナー機関
Øインドネシア：BSCRC-SEA
Øマレーシア：Sunway University
Øフィリピン：Environweave
Øタイ：TEI
Øベトナム：ISPAE

• Covered topics:

• 1. Domestic E-waste generation and policy frame-

Forth-
coming
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1. 本プロジェクトの概要
• 取り上げている主なトピック

1. 国内における電子廃棄物の発生と政策枠組み
2. 国境を越えた規制とバーゼル条約の実施状況
3. 虚偽申告と違法輸入によるリスク
4. インフォーマルセクターの状況と付随する問題
5. フォーマル処理能力の強化
6. 都市鉱山と資源回収
7. 政策提言
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1. 本プロジェクトの概要
• 本日は、上記の報告書の内容をもとに、より学術的に分析した
Working Paperの内容をご報告いたします。
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2. 研究の背景（１）
•世界的にE-waste発生量が急増（Baldé et al., 2024）

Ø6,200万トン（2022年）、8,200万トン（2030年予想）

• E-waste発生量増加が見込まれる一方で、2022年のフォーマルな収
集・リサイクルシステムを通したE-waste処理はたった22.3％

• ASEANでは経済成長・所得上昇・消費拡大により発生量増加が見込
まれる一方、正式な回収・処理制度は未成熟

• インフォーマル回収・解体・リサイクルが重要な役割を持つ
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2. 研究の背景（２）
• 本研究の対象４カ国とアジア地域、世界におけるE-wasteの現状

国または地域 E-waste発生量(百万kg) E-waste発生量(1人あたりkg)
マレーシア 411 12.2
フィリピン 537 4.7

タイ 753 10.5
ベトナム 516 5.3
アジア 30,000 6.4
世界 62,000 7.8

Source: Baldé et al. (2024)
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3. 先行研究と仮説
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論点 代表的文献 主な指摘
制度・規制の

脆弱性
• Andeobu et al. (2021)
• Osibanjo & Nnorom (2007)
• Widmer et al. (2005)

• E-waste専用法、回収制度、
EPR、処理インフラが不足

インフォーマル
部門の存在

• Akenji et al. (2011)
• Ezeah et al. (2013)

• イ ン フ ォ ー マ ル 部 門 は 回
収・解体の主要担い手

• 単純な排除ではなく制度的
統合が必要

E-wasteの
越境移動

• Awasthi & Li (2017)
• Liu et al. (2023)
• Neves et al. (2024)
• Shinkuma & Huong (2009)

• 違法輸出・中古品偽装・ミ
スラベリングが問題

• 適正な越境下流処理の補完
的役割は十分検討されてい
ない

Source: 筆者作成



3. 先行研究と仮説
• 先行研究から見えること

Ø制度や規制、インフォーマル部門、E-wasteの違法越境移動につ
いてはそれぞれ個別に議論されてきた

Ø国内回収・フォーマル処理能力、インフォーマル部門の活動、海
外での下流処理という一連の流れが、それぞれどのように接続す
るかが十分に検討されておらず、適正処理の条件が明らかでない

• RQ1：4か国に共通する適正処理への経路は何か
• RQ2：その実現を可能にする要因は何か
• 仮説：E-wasteの適正処理は、国内回収の強化、制度間調整、ト

レーサビリティの確保、必要に応じた越境下流回収の接続によって
実現される
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4. 分析枠組み（１）
• 分析は主に下記3段階で実施

1)各国カウンターパートによる国別公開資料レビュー
2)各国での現地調査
3) ステークホルダーミーティングの実施による結果の確認

• 本研究では、E-waste管理を以下の3段階からなるサプライチェーン
として捉える
①回収・捕捉 → ②解体・選別・濃縮などの前処理 → ③高度資源回
収・精錬

• 4か国比較では、法制度・回収システム・正式処理能力・トレーサビ
リティ、海外高度処理との接続を分析 10



4. 分析枠組み（２）現地調査
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国 日時 現地カウンターパート 主な訪問先
マレーシア 2025年8月 Sunway University l E-wasteリサイクル事業者

l フォーマル回収・処理企業
l 再生・再製造企業
l 政府機関

フィリピン 2025年9月 Environweave Integrative
Environmental Research

l E-wasteリサイクル事業者
l 業界団体
l 政府機関

タイ 2025年7月 Thailand Environmental
Institute (TEI)

l E-wasteリサイクル事業者
l E-waste処理技術センター

ベトナム 2025年8月 Natural Resources and
Environmental Economics,
Institute of Strategy and Policy
on Agriculture and Environment
(ISPAE)

l E-wasteリサイクル事業者
l フォーマル回収・処理企業
l 中古EEE販売店

Source: 筆者作成



4. 分析枠組み（２）現地調査：ベトナム
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4. 分析枠組み（３）ステークホルダー会合
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国 日時 主な参加者属性
マレーシア 2025年8月27日 l 政府機関・関係当局

l E-wasteリサイクル事業者
l リサイクル・プラットフォー
ム技術提供事業者

l E-waste回収業者
l 再製造企業
l 研究者

フィリピン 2025年9月11日 l 政府機関・関係当局
l E-wasteリサイクル事業者
l 国際機関

l NGO・非政府組織
l 学術機関
l コンサルタント

タイ 2025年7月16日 l 政府機関・関係当局
l E-wasteリサイクル事業者

ベトナム 2025年8月21日 l E-wasteリサイクル事業者
l 民間コンサルタント
l 学術機関

Source: 筆者作成



5. 結果（１）制度比較
国 E-wasteの分類および廃棄物管理の枠組み EEEに関する拡大生産者責任（EPR）の枠組み

マレーシア
• 指定有害廃棄物として扱われ、主に“Environmental Quality
(Scheduled Wastes) Regulations 2005”に基づいて規制

• 計画段階であり未導入

フィリピン

• “Republic Act (RA) 6969および環境天然資源省(DENR) の
“Administrative Order (DAO) 2013-22”に基づいて管理

• M506は主に正式な処理・保管・処分(TSD)ルートで管理さ
れる廃棄物・電子機器(WEEE)およびe-scrapに適用

• M507は家庭・居住由来の特別廃棄物を対象とし、家庭由来
WEEEを含む場合がある

• 未導入（プラスチック包装は導入済み）
• 現 在 最 終 段 階 に あ る DENR の
“Environmentally Sound Management
of WEEE”に関する行政命令案において、
EPRへ言及

タイ

• “Hazardous Substance Act (1992) ”や商務省(MOC)、
工業省工場局(DIW)による関連公示など、既存法令によって
部分的に管理

• ただし、E-wasteに特化した包括的な規制は存在しない

• 準備中

ベトナム
• “Circular No. 02/2022/TT-BTNMT” により、有害廃棄
物として扱われる電気・電子機器廃棄物の種類が規定

• 同通達は“Circular No. 07/2025/TT-BTNMT”に改正

• “Decree No. 08/2022/ND-CP”に基づ
き施行中

• “Decree No. 05/2025/ND-CP”、
“Decree No.110/2026/ND-CP”により
関連規定が修正
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5. 結果（２）共通のボトルネック
•４カ国とも、フォーマル処理施設が「全くない」わけではない
•しかし、家庭・小規模事業者由来のE-wasteが正式な回収・処理

ルートに十分に入っていない
•その代わり、インフォーマル部門が回収・解体・一時的な資源回収

を広く担っている
• 結果として、正式施設は原料不足・稼働率低下・採算悪化に直面
• 問題の核心は、フォーマル処理能力の不足だけでなく、フォーマル
かつ追跡可能なルートへの接続・仕組みづくりが不十分
• E-wasteの適正処理には、回収制度、報告・追跡制度、執行能力、

インフォーマル部門との連携が必要
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5. 結果（３）各国の特徴
• マレーシア

Ø正式処理能力は比較的高いが、インフォーマル業者との競合によ
り、認可施設が十分活用されていない

• フィリピン
Ø処理・保管・処分（TSD）施設はあるが、ルソン島に偏在
Ø家庭由来E-wasteはインフォーマル部門に流れやすい

• タイ
Ø解体・リサイクル施設は存在するが、自治体の予算・人材・技術

制約により、特に家庭由来のE-waste回収が弱い
• ベトナム

ØEPR制度と処理施設はあるが、低コストのインフォーマル部門と
の競合や、不安定な原料供給が課題 16



6. 考察
• 先行研究が指摘する制度不足、インフォーマル部門、越境移動の重要
性を確認
• ただし、制度やフォーマルな処理能力が全く存在しないわけではない
• より本質的な問題は、家庭由来のE-wasteが正式・追跡可能な処理

ルートに接続されていないこと
• インフォーマル部門は排除対象ではなく、既存回収システムの実質的

な担い手であり、登録制度や研修、監視、認定施設との連携が必要
• 越境移動は違法輸出だけでなく、国内で高度処理できない部分を補完

する可能性
• 政策上は、国内回収の強化→トレーサビリティの確保→必要に応じて
海外での高度処理、という順序が重要

17



7. 結論
• 4か国に共通するボトルネックは、家庭由来E-wasteと正式処理シス
テムの弱い接続
• 問題は、法制度や処理施設の単純な欠如ではなく、制度・施設・物
質フローの不整合
• EPRの導入だけでは不十分であり、回収インフラ、分類・報告制度、
執行能力、制度間調整が必要
•海外での高度処理は、国内回収と追跡性が確保された場合に限り、
補完的役割を果たしうる
•今後は、ASEAN内の対象国拡大と、実際の物質フローの実証的追跡
が課題
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